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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので「中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており 

ません。 

回   次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期 

会 計 期 間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売 上 高 （千円） 1,788,619 2,441,493 1,631,794 3,646,601 4,488,850 

経常利益 （千円） 71,328 265,516 119,997 144,452 380,315 

中間（当期）純利益 （千円） 37,521 141,220 54,727 71,417 208,951 

持分法を適用した場合の 

投資利益 
（千円） － － － － － 

資 本 金 （千円） 1,186,300 1,186,300 1,186,300 1,186,300 1,186,300 

発行済株式総数 （株） 7,800,000 7,800,000 7,800,000 7,800,000 7,800,000 

純資産額 （千円） 6,421,329 6,518,719 6,572,934 6,484,378 6,588,181 

総資産額 （千円） 8,050,679 8,054,420 8,189,028 7,688,554 7,718,724 

１株当たり純資産額 （円） 824.16 837.06 844.43 832.45 846.22 

１株当たり中間（当期） 

純利益 
（円） 4.82 18.13 7.03 9.17 26.83 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） － － － － － 

１株当たり中間（年間） 

配当額 
（円） － － － 10.00 12.00 

自己資本比率 （％） 79.8 80.9 80.3 84.3 85.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 221,335 461,640 598,771 174,136 649,406 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △31,601 127,984 △157,778 △162,832 155,467 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,064 △177,875 △93,540 98,179 △179,277 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
（千円） 927,197 1,259,812 1,824,317 847,753 1,472,753 

従業員数 (名) 276 268 263 272 265 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の従業員の状況 

    （注）従業員数は、就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

                    平成17年９月30日現在 

従業員数（名） 263 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業  績 

 当中間会計期間のわが国経済は、輸出がやや持ち直し、年度初めに弱含みの鉱工業生産もIT関連分野の在庫調整

がほぼ終了した夏頃から緩やかな増加をたどり、また、堅調な企業収益を背景に民間設備投資は増勢にあり、雇

用・所得環境の改善もあって、個人消費は底堅い動きを続けるなど、総じて緩やかな回復基調にあり、昨年央以降

続いてきた景気の踊り場局面から脱却したとみられております。 

 このような経済情勢にあって、半導体業界ではパソコンや携帯電話が好調であり、昨年後半からの生産調整が功

を奏して在庫調整がほぼ一巡し、生産活動は回復局面にあるとみられております。 

 当社といたしましては、半導体事業においてはお客様のニーズに対応した新製品の開発に努力するとともに、短

納期対応を図ってまいりました。 

 一方、不動産事業はマンション販売が低調であり、浄水事業は引き続き公共投資圧縮の影響もあって低迷状態を

続けました。 

 その結果、当中間会計期間の売上高は半導体関連事業を中心に１６億３千１百万円（前年同期比３３.２％

減）、経常利益は１億１千９百万円（前年同期比５４.８％減）、中間純利益は５千４百万円（前年同期比６１.

２％減）となりました。 

 なお、「第２ 事業の状況」の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

  当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べ３億５千１百万

円（23.9％）増加し、当中間会計期間末には１８億２千４百万円となりました。 

  これは主に、たな卸資産の増加及び有形固定資産の取得等による資金の減少があったものの、税引前中間純利益

の計上及び売上債権の減少、並びに前受移転補償金の増加等による資金の増加があったことによるものでありま

す。 

  当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な原因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動による資金の増加は５億９千８百万円（前年同期は４億６千１百万円の増加）

となりました。 

 これは主に、たな卸資産が１億１千３百万円増加したこと等による資金の減少があったものの、売上債権が１億

６千４百万円減少し、前受移転補償金が４億６千７百万円増加したこと等による資金の増加があったことによるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動による資金の減少は１億５千７百万円（前年同期は１億２千７百万円の増加）

となりました。 

 これは主に、有形固定資産の取得１億５千６百万円により資金が減少したことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動による資金の減少は９千３百万円（前年同期は１億７千７百万円の減少）とな

りました。 

 これは主に、配当金の支払９千２百万円により資金が減少したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は販売価格によっております。 

(2）受注実績 

 当中間会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 品     目 生 産 高(千円) 前年同期比(％) 

半導体 

関連事業 

半導体関連製造装置及び金型 1,535,825 67.3 

加工部品 73,857 125.9 

電 装 品 4,253 110.7 

そ の 他 52,457 147.8 

 合     計 1,666,393 70.0 

品     目 
受  注  高 受注残高 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％)

半導体 

関連事業 

半導体関連製造装置及び金型 1,736,039 79.1 1,158,310 80.9 

加工部品 58,176 103.9 13,692 132.0 

電 装 品 3,450 86.8 － － 

そ の 他 49,228 142.8 33,060 189.0 

浄水事業  浄水装置 △4,110 － 17,432 58.4 

合     計 1,842,783 77.9 1,222,496 82.0 

品     目 販 売 高(千円) 前年同期比(％) 

半導体 

関連事業 

半導体関連製造装置及び金型 1,485,988 69.4 

加工部品 56,360 101.5 

電 装 品 3,450 86.8 

そ の 他 49,803 137.2 

不動産 

事業 
マンション及び住宅 33,656 22.4 

浄水事業  浄水装置 2,534 4.6 

合     計 1,631,794 66.8 



 （注）１ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合 

２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主要な輸出先別の割合 

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該実績の総販売実績に対する 

  割合 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

   当社の研究開発は、半導体組立装置メーカーとして年々多様化、高度化する顧客の要望に応える製品を積極的に 

  研究、開発し、提供することを基本方針としております。 

   半導体業界では常に新技術の開発が求められており、当社におきましても半導体大手企業との連携を保ちながら 

  最新技術の開発とコストダウンによる価格競争力の強化を研究の主体に展開しております。また当社の蓄積した既 

  存技術を応用した新製品、新技術の開発に積極的に取り組んでおります。 

   なお、当中間会計期間においては、重要な研究開発の成果はありませんが、顧客の要望に応じた新製品を提供し 

  ました。 

品     目 
前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出高(千円) 割合(％) 輸出高(千円) 割合(％) 

半導体 

関連事業 

半導体関連製造装置及び金型 832,174 34.1 437,537 26.8 

加工部品 3,897 0.2 4,306 0.3 

電装品 － － － － 

その他 11,072 0.5 20,776 1.3 

合     計 847,144 34.7 462,619 28.4 

輸 出 地 域 前中間会計期間(％) 当中間会計期間(％) 

アジア地域 93.9 92.0 

(内 中国) (45.2) (64.0) 

(内 シンガポール) (23.6) (15.1) 

(内 台湾) (8.1) (7.1) 

(内 マレーシア) (11.2) (5.3) 

(内 その他アジア) (5.8) (0.5) 

北米地域 0.0 0.0 

欧州地域 6.1 8.0 

計 100.0 100.0 

相  手  先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

第一実業㈱ 297,432 12.2 376,884 23.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。なお、予定されてい

た大分曲工場の第二期工事については、予定通り工事に着手いたしました。 

（注）1 カッコ書きは内書きで平成15年11月末に完了した第一期工事までの累計金額であります。 

   2 工事の進捗により、完了予定年月を平成18年3月から平成17年12月に変更しております。 

設 備 の 内 容 

投 資 予 定 額 

資金調達方法  着手年月  完了予定年月 
完成後の 
増加能力  総 額 

(千円) 
 既支払額 
（千円） 

大分曲工場 
建物及び設備 

等の新設  

  

 

1,600,000 

  

  

  

  

1,111,510 

（926,643）

（注）1 

自己資金 平成9年3月 

  

  

平成17年12月 

 

（注）2 

生産能力35%増



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨、定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種     類 会社が発行する株式の総数（株） 

普  通  株  式 30,000,000 

計 30,000,000 

種  類 
中間会計期間末現在  

発行数(株) 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内  容 

普通株式 7,800,000 7,800,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,800,000 7,800,000 － － 

年 月 日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成17年4月 1日～ 

平成17年9月30日 
－ 7,800,000 － 1,186,300 － 2,757,259 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。 

    なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住     所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社テクトロン 大分県大分市東大道2-4-32 1,660 21.28 

石井 見敏 大分県大分市西大道4-1-5 1,229 15.76 

石井工作研究所従業員持株会 大分県大分市東大道2-1-3 633 8.11 

ＴＯＷＡ株式会社 京都市南区上鳥羽上調子町５ 300 3.84 

石井 貞憲 大分県大分市季の坂3-2-2 135 1.74 

石井 仁海 大分県大分市金池南1-11-3 126 1.61 

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町3-4-1 124 1.60 

石井 光明 大分県速見郡日出町川崎5115-1 114 1.46 

松浦 兼昭 大分県大分市横尾3590-5 81 1.03 

松井証券株式会社 

（一般信用口） 
東京都千代田区麹町1-4 73 0.94 

計 － 4,478 57.41 

  平成17年９月30日現在

区     分 株式数（株） 議決権の数（個） 内  容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   16,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,714,500 77,134 － 

単元未満株式 普通株式     69,500 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数 7,800,000 － － 

総株主の議決権 － 77,134 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱石井工作研究所 
大分県大分市東大道

２丁目１番３号 
16,000 － 16,000 0.21 

計 － 16,000 － 16,000 0.21 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月 別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 500 500 465 461 487 463 

最低（円） 450 435 436 441 439 436 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月３０日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）

及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによ

り中間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金  額(千円) 
構成比
（％）

金  額(千円) 
構成比
（％）

金  額(千円) 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  1,246,887   1,824,317   1,472,753   

２ 受取手形   75,764   102,243   79,303   

３ 売掛金  1,829,052   1,481,873   1,668,817   

４ 有価証券  12,924   －   －   

５ たな卸資産  1,099,382   989,473   875,089   

６ 販売用不動産  582,966   528,100   549,102   

７ 繰延税金資産  175,969   155,726   144,067   

８ その他 ※３ 59,625   58,843   38,039   

９ 貸倒引当金  △84,565   △43,424   △63,180   

流動資産合計   4,998,007 62.0  5,097,152 62.2  4,763,993 61.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1）建物  374,662   360,534   370,027   

(2）土地  1,727,095   1,727,095   1,727,095   

(3）その他  329,657   437,291   334,771   

有形固定資産合計  2,431,415   2,524,920   2,431,894   

２ 無形固定資産  39,680   32,344   36,584   

３ 投資その他の資産 ※２          

(1）繰延税金資産  272,653   212,864   206,582   

(2）その他  312,662   341,976   279,668   

(3）貸倒引当金  －   △20,230   －   

投資その他の 
資産合計  585,316   534,609   486,251   

固定資産合計   3,056,412 38.0  3,091,875 37.8  2,954,730 38.3 

資産合計   8,054,420 100.0  8,189,028 100.0  7,718,724 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金  額(千円) 
構成比
（％）

金  額(千円) 
構成比
（％）

金  額(千円) 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   618,610   336,726   329,140   

２ 買掛金  98,796   65,042   101,944   

３ 未払法人税等  85,418   96,789   52,271   

４ 前受移転補償金  －   467,590   －   

５ 賞与引当金  80,000   80,000   80,000   

６ 製品保証引当金  9,030   12,522   14,764   

７ その他 ※３ 166,793   65,640   128,002   

流動負債合計   1,058,648 13.2  1,124,311 13.7  706,123 9.1 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金  111,124   110,456   50,813   

２ 役員退職慰労引当
金  365,927   381,324   373,606   

固定負債合計   477,051 5.9  491,781 6.0  424,419 5.5 

負債合計   1,535,700 19.1  1,616,093 19.7  1,130,542 14.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,186,300 14.7  1,186,300 14.5  1,186,300 15.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  2,757,259 2,757,259 34.2 2,757,259 2,757,259 33.7 2,757,259 2,757,259 35.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  296,575   296,575   296,575   

２ 任意積立金  1,990,000   2,100,000   1,990,000   

３ 中間（当期） 
未処分利益  274,202   193,236   341,933   

利益剰余金合計   2,560,777 31.8  2,589,811 31.6  2,628,508 34.1 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金   18,723 0.2  45,605 0.5  21,447 0.3 

Ⅴ 自己株式   △4,340 △0.0  △6,040 △0.0  △5,334 △0.1 

資本合計   6,518,719 80.9  6,572,934 80.3  6,588,181 85.4 

負債資本合計   8,054,420 100.0  8,189,028 100.0  7,718,724 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区   分 
注記 
番号 

金  額(千円) 
百分比
（％）

金  額(千円) 
百分比
（％）

金  額(千円) 
百分比
（％）

Ⅰ 売 上 高   2,441,493 100.0  1,631,794 100.0  4,488,850 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,755,397 71.9  1,165,258 71.4  3,299,549 73.5 

売 上 総 利 益   686,096 28.1  466,535 28.6  1,189,300 26.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   437,277 17.9  362,790 22.2  825,754 18.4 

営業利益   248,818 10.2  103,744 6.4  363,545 8.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  16,698 0.7  16,252 0.9  16,769 0.4 

経常利益   265,516 10.9  119,997 7.3  380,315 8.5 

Ⅴ 特別利益   13,637 0.6  － －  38,554 0.9 

Ⅵ 特別損失 ※２  28,386 1.2  11,584 0.7  44,020 1.0 

税引前中間（当期）
純利益   250,768 10.3  108,413 6.6  374,849 8.4 

法人税、住民税及び 
事業税  75,488   88,002   35,711   

法人税等調整額  34,059 109,548 4.5 △34,316 53,685 3.2 130,186 165,898 3.7 

中間（当期）純利益   141,220 5.8  54,727 3.4  208,951 4.7 

前期繰越利益   132,982   138,508   132,982  

中間（当期） 
未処分利益   274,202   193,236   341,933  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
前 事 業 年 度 の 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 

   至 平成17年３月31日) 
  

区    分 
注記 
番号 

金  額(千円) 金  額(千円) 金  額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 税引前中間（当期）純利益  250,768 108,413 374,849 

２ 減価償却費  69,370 56,559 137,015 

３ 貸倒引当金の増減額 
(減少：△)  37,954 475 16,569 

４ 賞与引当金の増減額 
(減少：△)  13,320 － 13,320 

５ 製品保証引当金の増減額
(減少：△)  1,280 △2,242 7,014 

６ 退職給付引当金の増減額
(減少：△)  52,431 59,643 △7,879 

７ 役員退職慰労引当金の 
増減額(減少：△)  7,116 7,718 14,795 

８ 受取利息及び受取配当金  △1,252 △1,460 △2,327 

９ 為替差損益（差益：△）  △309 △4,111 596 

10 有形固定資産売却益  △13,637 － △13,637 

11 有形固定資産除却損  28,386 11,584 － 

12 投資有価証券売却益  － － △24,917 

13 売上債権の増減額 
(増加：△)  △248,846 164,004 △92,150 

14 たな卸資産の増減額 
(増加：△)  △132,873 △113,892 91,419 

15 販売用不動産の増減額 
(増加：△)  130,697 21,002 164,561 

16 前払費用の増減額 
(増加：△)  △14,603 △16,276 △411 

17 その他流動資産の増減額 
(増加：△)  △204 △4,414 7,211 

18 その他固定資産の増減額 
(増加：△)  － △20,230 － 

19 長期前払費用の増減額 
(増加：△)  △806 △1,185 △1,527 

20 仕入債務の増減額 
(減少：△)  243,923 △29,315 △42,399 

21 未払金の増減額 
(減少：△)  △23,630 △49,537 3,826 

22  未払費用の増減額 
(減少：△)  63,643 571 7,556 

23 前受移転補償金の増減額 
(減少：△)  － 467,590 － 

24 その他流動負債の増減額
(減少：△)  5,087 △6,858 1,155 

小   計  467,815 648,035 654,640 

25 利息及び配当金の受取額  1,199 1,348 2,251 

26 法人税等の支払額  △7,373 △50,613 △7,485 

営業活動による 
キャッシュ・フロー  461,640 598,771 649,406 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  
前 事 業 年 度 の 
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成16年４月１日 

   至 平成17年３月31日) 
  

区    分 
注記 
番号 

金  額(千円) 金  額(千円) 金  額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 有形固定資産の取得等 
による支出  △2,063 △156,265 △34,947 

２ 有形固定資産の売却 
による収入  132,000 － 132,000 

３ 投資有価証券の取得 
による支出  △1,951 △1,948 △47,192 

４ 投資有価証券の売却 
による収入  － － 106,814 

５  敷金の返還による収入 
   － 435 － 

６ その他投資等の取得 
による支出  － － △1,206 

投資活動による 
キャッシュ・フロー  127,984 △157,778 155,467 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の返済 
による支出  △100,000 － △100,000 

２ 自己株式の取得による 
支出  △868 △706 △1,862 

３ 配当金の支払額  △77,007 △92,833 △77,415 

財務活動による 
キャッシュ・フロー  △177,875 △93,540 △179,277 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額  309 4,111 △596 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額(減少額：△)  412,058 351,563 625,000 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高  847,753 1,472,753 847,753 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高  1,259,812 1,824,317 1,472,753 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定) 

同  左 期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同  左 同  左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

   商 品……個別法による原価法   商 品…… 同  左   商 品…… 同  左 

   製品・半製品・仕掛品   製品・半製品・仕掛品   製品・半製品・仕掛品 

  半導体関連製造装置及び金型  半導体関連製造装置及び金型  半導体関連製造装置及び金型 

   ……個別法による原価法   …… 同  左   …… 同  左 

  加工部品及び電装品  加工部品及び電装品  加工部品及び電装品 

   ……総平均法による 

    原価法 
  …… 同  左   …… 同  左 

   原材料……総平均法による 

       原価法 
  原材料…… 同  左   原材料…… 同  左 

   貯蔵品……最終仕入原価法   貯蔵品…… 同  左   貯蔵品…… 同  左 

   販売用不動産   販売用不動産   販売用不動産 

   ……個別法による原価法   …… 同  左   …… 同  左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定 率 法 

(1）有形固定資産 

同  左 

(1）有形固定資産 

同  左 

  ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は、建

物が15～38年、機械及び装置

が７～10年、工具器具備品が

４～６年であります。 

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法 同  左 同  左 

      

      

 



 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、また

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

同  左 同  左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備える

ため、当中間会計期間に負担

すべき支給見込額を計上して

おります。 

同  左  従業員の賞与支給に備える

ため、当期に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す。 

同  左  従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当期末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した

額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとして

おります。 

 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 (4）製品保証引当金 

  販売済製品の補修費用に充

てるため、過去の補修実績率

に基づき計算した発生見込額

を計上しております。 

同  左 同  左 

 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 (5）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく中

間期末要支給額の100％を計上

しております。 

同  左  役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく期

末要支給額の100％を計上して

おります。 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間会

計期間末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同  左  外貨建金銭債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

６ 中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フ

ロー計算書)における資

金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資 

同  左 同  左 

７ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

――――――  当中間会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（ 「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日） ）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与

える影響はありません。 

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額

1,399,512千円 1,430,625千円 1,443,887千円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

投資有価証券 10,051千円 投資有価証券 10,027千円 投資有価証券 10,045千円

 上記は宅地建物取引業法に

基づき営業保証金として担保

に供しております。 

 上記は宅地建物取引業法に

基づき営業保証金として担保

に供しております。 

 上記は宅地建物取引業法に

基づき営業保証金として担保

に供しております。 

※３ 消費税等の取扱い ※３ 消費税等の取扱い ※３    ―――――― 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 

 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 189千円 

為替差益 8,883千円 

受取利息 846千円

為替差益 9,253千円

受取利息 508千円

為替差益 4,736千円

※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 ※２ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 28,386千円 固定資産除却損 11,584千円 固定資産除却損 44,020千円

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 63,526千円 

無形固定資産 4,569千円 

有形固定資産 51,164千円

無形固定資産 4,239千円

有形固定資産 124,815千円

無形固定資産 9,296千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び 

預金勘定 
1,246,887千円 

取得日から３か

月以内に償還期

限の到来する短

期投資(有価証

券) 

12,924千円 

現金及び 

現金同等物 
1,259,812千円 

現金及び 

預金勘定 
1,824,317千円

取得日から３か

月以内に償還期

限の到来する短

期投資(有価証

券) 

－ 

現金及び 

現金同等物 
1,824,317千円

現金及び 

預金勘定 
1,472,753千円

取得日から３か

月以内に償還期

限の到来する短

期投資(有価証

券) 

－ 

現金及び 

現金同等物 
1,472,753千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千 円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千 円) 

中間期末
残高相当
額 
(千 円) 

機械及
び装置 

549,114 384,976 164,137 

工具器
具備品 

78,149 38,006 40,143 

ソフト
ウェア 

11,810 787 11,022 

合 計 639,073 423,770 215,303 

 
取得価額
相当額 
(千 円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千 円) 

中間期末
残高相当
額 
(千 円) 

機械及
び装置 

407,988 282,416 125,571

工具器
具備品 

75,049 50,329 24,719

ソフト
ウェア 

11,810 3,149 8,660

合 計 494,848 335,895 158,952

 
取得価額
相当額 
(千 円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千 円) 

期末残高
相当額 
(千 円) 

機械及
び装置

405,712 270,693 135,019

工具器
具備品

78,149 45,821 32,328

ソフト
ウェア

11,810 1,968 9,841

合 計 495,672 318,482 177,189

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 79,673千円 

１ 年 超 170,903千円 

合 計 250,576千円 

１年以内 70,805千円 

１ 年 超 114,425千円 

合 計 185,231千円 

１年以内 75,349千円 

１ 年 超 133,368千円 

合 計 208,717千円 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 51,032千円 

減価償却費相当額 43,796千円 

支払利息相当額 3,373千円 

支払リース料 41,209千円 

減価償却費相当額 33,393千円 

支払利息相当額 2,567千円 

支払リース料 95,827千円 

減価償却費相当額 81,909千円 

支払利息相当額 6,308千円 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とした定額法によっております。 

同  左 同  左 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同  左 同  左 

 （減損損失について）  

   リース資産に配分された減損損失はあり

 ませんので、項目等の記載は省略しており 

 ます。 

  

 



（有価証券関係） 

(1）時価のある有価証券 

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

(2）時価評価されていない主な有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 該当事項はありません。 

区    分 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

その他有価証券 
取得原価 

(千円) 

中間貸借

対照表計

上額 

(千円) 

差 額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

中間貸借

対照表計

上額 

(千円) 

差 額 

(千円) 

取得原価 

(千円) 

貸借対照

表計上額 

(千円) 

差 額 

(千円) 

① 株  式 206,271 237,639 31,368 171,563 248,059 76,495 169,615 205,560 35,944 

② 債  券          

国債・地方債等 10,004 10,051 47 10,004 10,027 23 10,004 10,045 41 

社  債 － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － 

③ そ の 他 － － － － － － － － － 

計 216,275 247,690 31,415 181,567 258,086 76,518 179,619 215,605 35,986 

区  分 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

その他有価証券 中間貸借対照表計上額(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

Ｍ Ｍ Ｆ 12,253 － － 

Ｆ Ｆ Ｆ 671 － － 

非上場株式 30,000 30,000 30,000 

計 42,924 30,000 30,000 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項   目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 837.06円 844.43円 846.22円 

１株当たり 

中間（当期）純利益 
18.13円 7.03円 26.83円 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

同  左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益額については、

潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

中間（当期）純利益(千円) 141,220 54,727 208,951 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
－ － － 

普通株式に係る 

中間（当期）純利益(千円) 
141,220 54,727 208,951 

普通株式の 

期中平均株式数(株) 
7,788,513 7,784,820 7,787,478 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第27期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日 

平成17年６月29日
九州財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成16年12月10日 

株式会社 石井工作研究所    

  取 締 役 会   御 中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 白水 一信  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 馬場 正宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社石井工作研究所の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第27期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社石井工作研究所の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月９日 

株式会社 石井工作研究所    

  取 締 役 会   御 中  

 監査法人トーマツ  

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 白水 一信  印 

 
指 定 社 員 

業務執行社員
 公認会計士 馬場 正宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社石井工作研究所の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社石井工作研究所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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